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はじめに
被疑者の取調べの在り方については、 いわゆる弾劾的捜査観と糾問的捜査観
の対立が顕著に現れる局面であり、 特に身柄拘束中の被疑者の取調べの限度に
つき大きな対立があるところであるO この問題は、 刑訴法上は、 主として同法
198条1項本文とただし書きの解釈の問題として検討されてきているO 学説の
多くは、 取調べ受忍義務ないし滞留義務を否定する見解であると思われるが、
捜査実務は、 これを肯定し、 それを前提とした被疑者取調べを実施していると
理解されるO この点につき直接判断した最高裁判例はいまだ存在しないといえ
るO 弁護人の被疑者との秘密交通権に関する平成11年判例(最高裁平成11年3
月24日大法廷判決・民集53巻3号514頁) は、 仮に、 出頭義務、 滞留義務があ
ると解しても、 それによって憲法の保障する黙秘権が侵害されることにはなら
ない(出頭義務・滞留義務と黙秘権とは両立する) との趣旨を判示しているに
過ぎず、 取調べ受忍義務(ないし出頭・滞留義務) の存否の問題につき慎重に
判断を避けているものと考えられるO 私は、 刑事事件担当裁判官として実務に
携わってきた経験から、 いわゆる受忍義務の存在を認める考え方に立つもので
あるO その理由について、 覚書に過ぎないが日頃考えるところを記してみた
し'0
第1 問題の所在
この点は、 たとえば、 身柄拘束中の被疑者が、 取調官に対し、 弁護人が立ち
会わない限り取調べに応ずる意思はない、 と告げた場合、 弁護人の立会いなし
で取調べを継続することができるか、 という形で現れるO より端的には、 自分
は取調べには一切応じない、 直ちに留置施設に戻して欲しいと告げた場合、 直
ちに、 あるいは多少の説得を試みた後に取調べを打ち切らなければならない
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か、 という形で現れるO
1 否定説の根拠
否定説はその根拠として、 そもそも被疑者には黙秘権が憲法上保障されてお
り、 その内容として、 あるいはその実質的な保障手段として、 取調べに応ずる
かどうかは当事者としての被疑者の自由な意思に委ねられていること(当事者
性の貫徹)、 強制捜査としての逮捕勾留は、 逃亡のおそれ及び罪証隠滅のおそ
れのみを理由とするものであり、 被疑者の強制的な取調べを認めるものではな
いこと(被疑者勾留の目的)、 刑訴法198条ただし書の「逮捕又は勾留されてい
る場合を除いては、」とあるのも、 逮捕、 勾留されている場合には、 留置施設
に収容される結果、 出頭拒否、 施設からの任意の退去ができないことは当然の
ことであって、 その当然のことを注意的に記載しているに過ぎないこと(条文
の文理) などを挙げているO 被疑者は、 対等の当事者として、 取調官の取調べ
に協力する義務はなく、 任意捜査として許容される限度で取調べが許されると
する訴訟観がその基礎にあると解されるO
有名な、 アメリカ連邦最高裁のミランダ判決は、 設例のような場合には直ち
に取調べをやめなければならないとし、 これに反して得られた自白や不利益供
述につき証拠能力を否定した。 その後の判例の展開は、 周知のとおり、 被告人
が公判で自己のための証人となった場合には、 ミランダ判決に反した証拠でも
弾劾証拠としては使用できる場合があるとされるに至っているため、 ミランダ
判決の効果は相当減殺されたといわれているが、 この判決に反して得られた自
白等の証拠を検察側の積極的な立証に用いることができないとする点は、 一貫
して厳格に維持されているO なお、 ミランダ判決のうち、 黙秘権を実質的に保
障し、 ひいてはいわゆるサードデイグリーを防止するための予防的(プロブイ
ラスティック) な手段と見られる部分については、 判決が採った手段と異なる
定めを立法により行うことができるが、 それは同判決によって確保されるのと
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同程度の効果のあるものでなければならないとし、 その基準に達せず単にミラ
ンダ判決を否定する立法にとどまる1967年の連邦法は違憲とする判断を、 数年
前に改めて示すに至った(以上につき各種ケースブック参照)。
ドイツにおいても、 被疑者が訴追に協力する義務のないことは、 連邦憲法が
保障する「人間の尊厳jに由来するものであるとされているということであ
り、 裁判官のみならず検察官の取調べに弁護人の立会いを必要とする旨の規定
が置かれ、 それが警察官の取調べにも及ぶかどうかが問題とされているばかり
か(もっとも、 警察官につき準用規定が置かれていないことは、 反対解釈を可
能にするように思われる。 )、 そもそも、 実務においては、 被疑者の言い分を聴
取する程度にとどめ、 自白を得るために繰り返し尋ねるようなことはしていな
いとする趣旨の報告もあるところであるO
このような考え方によれば、 たとえば弁護人の立会いを求めることにより事
実上取調べを拒否できることになり、 もとより取調べ受忍義務などは問題にな
らないことになるO
2 肯定説の根拠
肯定説は、 憲法が禁止するのは、 強制、 拷問、 不当に長期間勾留された後の
自白及びこれにつながる黙秘権の直接的な侵害であり、 被疑者の取調べ 自体を
禁止するものではないばかりか、 供述を強要しない限り供述を求め、 その旨説
得し、 反省へと導いて 自白を得ること 自体は何ら不当ではなく、 禁止されない
とする考え方、 捜査観を前提とするものであり、 刑訴法198条1項ただし書に
ついても、 その文言から、 反対解釈として、 拘束された被疑者については、 出
頭を拒んだり、 取調べを終わらせることはできないとの趣旨を示したものであ
る、 とするO 確かに、 同条1項ただし書の「出頭を拒み、 出頭後はいつでも退
去することができるJとの表現は、 「取調べに応ずる必要はなくいつでもこれ
を拒否することができる」こと、 すなわち、 取調べの拒否を定める趣旨のもの
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と読むのが文理上むしろ 自然であり、 被疑者として逮捕勾留されている場合に
は、 取調べを拒否し得ないものとして、 読む方が 自然であるように思われる
(供述拒否権(黙秘権) はあくまでも供述を拒否することを内容とするもので
あり、 取調べ 自体の拒否までは含まれないと読むのである。 )0 しかし、 否定説
が論ずるとおり、 ただし書きには色々な読み方が可能で、あって、 一義的に文理
解釈から明らかであるということはできないと思われるO
この見解を支える実質的な理由は、 憲法は、 強制、 拷問等により 自白を得て
処罰するという過去のおぞましい捜査の在り方を否定する必要から、 人権規定
として黙秘権の保障と証拠禁止を定めたものであり、 被疑者の取調べそのもの
を悪としているものではない、 という捜査観に求めることができょうO すなわ
ち、 もとより黙秘権を侵害するような不当な取調方法を採ることは許されない
が、 そうでない程度の捜査方法を講じて 自白を取得し、 犯罪の有無、 具体的内
容を解明すること 自体は、 被疑者が罪を犯したと疑うに足りる相当な理由があ
る場合には、 許されてしかるべきであり、 これを禁じなければならない理由は
存しない、 とする点に求めることができょうO
第2 逮捕勾留の性質について
l 実務では、 主として逮捕勾留は被疑者の取調べ目的で行われているという
のが実態であろうO これに対し、 否定説は、 刑訴法上、 逮捕勾留は、 逃亡のお
それ又は罪証隠滅のおそれの防止のためにのみ認められるとしているO
立法経過についてはよく理解するものではないが、 過去の歴史から推測され
る素直な見方としては、 立法者の意思は、 戦前の逮捕勾留が長期に及び人権侵
害に至ったことを念頭に置き、 その期間を原則10日間に限定することにより人
権保障との調和を図ろうとしたものと考えられるのではないかという点を、 ま
ず指摘することができるように思われるO すなわち、 被疑者が罪を犯したと疑
うに足りる相当な理由がある場合、 本来はその取調べを受けるべき立場にある
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のであるが、 取調べにつき相応の強制的な手段が許されるのは、 逃走のおそれ
又は罪証隠滅のおそれのある場合に限られる、 その場合には、 急速を要する事
情にさらされているのであり、 したがって、 事件を一挙に解決する必要性、 合
理性があり、 強制処分として許される期間を短期間に限ることによって初め
て、 取調べ受忍義務を含む従来の取調方法が許容される、 と解するのであるO
逃走のおそれも罪証隠滅のおそれもない場合には、 証拠収集のためには被疑者
の身柄を拘束する差し迫った必要性はない反面、 時間的な余裕も存するから、
身柄拘束という重大な人権の制限をするのは相当でない、 と見るのであるO
このような見方は、 少なくとも論理的には十分成り立つものといえようO そ
うだとするならば、 否定説が依拠する逮捕勾留の性格論が妥当なのか、 上記の
ような見方が妥当なのかの問題に帰着することになるO
2 強制捜査は、 市民としての人権と犯罪の解明、 犯人の処罰という社会的な
利益との対立の中で、 人権に対する内在的制約として初めて正当化されるもの
であるO 捜索差押は、 基本的には財産権や、 プライヴァシーの制約であり、 そ
の侵害が正当化されるのは、 犯罪に対する相当な嫌疑のある場合でなければな
らないが、 強制的な取調べも同様であるといえるO 強制的な取調べも、 もとよ
り相当な手段によるものでなければならないのは当然の前提であるが、 この場
合には、 人身の 自由と人間の尊厳自体に対する制約であるから、 それを受忍す
ることを許容する程度の嫌疑が存在することが必要不可欠であるといえようO
憲法34条にいう「正当な理由」とは、 その者に罪を犯したことについての相当
な嫌疑があることをいうものと考えられるO
犯罪の解明と犯人に対する処罰、 制裁等という機能を達成するには、 犯罪捜
査、 とりわけ強制的要素を含む証拠収集が必要であり、 起訴前の証人尋問、 鑑
定、 捜索差押等の強制捜査のほか、 強制的な要素を含む被疑者の取調べも強制
捜査の一部として当然に許容されてよいのではないか。 かつては、 一定の嫌疑
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があれば人権侵害の最たる拷問等が行われたが、 そのような手段やそれに類す
る手段が人権保障の見地から絶対に許されないばかりか、 虚偽の 自白を生み取
り返しのつかない結果を生じがちであるという経験的な面からも絶対に許され
ないものであるO しかし、 相当な嫌疑のあるものに対しては、 その者がもし犯
人ならば犯罪について最もよく事情を知るものであるから、 その嫌疑のある者
に対し積極にも消極にも事実の解明のための資料提供を促しても、 正義に反す
るとはいえないであろうO 逮捕勾留という身柄拘束の中での問い掛けは常に強
制的要素を帯びるものであり、 人間の尊厳をその限りにおいて損なうものであ
ることはもちろんであるが、 その点は、 それに見合った嫌疑があることによっ
て取調べの合理性、 正当性が肯定され、 要は、 強制、 拷問はもとより、 許容で
きない違法手段ないし虚偽白白を類型的に生じさせるおそれのある方法、 たと
えば、 切り違え質問とか不当な偽計、 約束等の違法不当な手段による取調べが
行われではならないし、 疲労の下での取調べや、 抵抗力を喪失させたり弱化さ
せるような催眠的取調べ等を含め、 黙秘権等の基本的人権を侵害するような不
当な方法によってはならないのであって、 取調べを受けたくないという者に対
しても、 その者の良心に訴え、 被害の悲惨さを訴え道義観念を覚せいさせるな
ど、 許容される方法による取調べをすることの方途まで閉ざす必要はないと思
われるのであるO
3 被疑者段階における身柄拘束は、 公判段階とは性質を異にするといわれ
るO 捜査段階における逮捕勾留が別件の取調べを目的とするもので違法である
から、 勾留は取り消されるべきだと争われた事案につき、 公判における勾留
は、 公判審理のための必要性に基づくものであって、 捜査段階における身柄拘
束とは性質を異にするとして、 その取消を認めなかった事例がある(最高裁昭
和42年8月31 日第一小法廷決定・刑集21巻7号890頁)0 このことは被疑者段階
では保釈が認められないとされていることによっても裏付けられるところであ
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ろうO もし否定説のとおりであれば、 逃亡のおそれだけであるならば、 公判段
階と同様に早期の保釈を許すべきであろうO もっとも、 この点は勾留が短期で
あるから保釈まで考慮する必要がないと説明されることが多いが、 強制捜査と
しての被疑者取調べが許される期間でもあるという面を併せ考慮するならば、
説明は一層容易になると考えられるO
第3 当事者性に基づく批判について
1 否定説が強調するとおり、 確かに、 捜査段階における被疑者が当事者性を
帯びている面があることは明らかであるが、 公判の被告人と対比してどの程度
の当事者性を認めるべきかは捜査の性質に即して検討すべきであろうO 捜査段
階においては、 公判段階における対立構造、 すなわち、 起訴された事実に誤り
がないかどうかを十分に吟味するための対立構造がそのまま妥当するとは思わ
れない。 捜査段階では、 犯罪と犯人の解明という要素が中心的位置を占めるの
であって、 前述のとおり、 相当の嫌疑を受けている者に対しては、 犯人であれ
ば犯罪の解明についての資料を最も多く有するものであり、 犯人でなければそ
うでないことを最もよく知るものであることから、 もとより、 供 述するかどう
かは 自由でなければならないが、 相当な手段によるという限度内で、 取調べの
対象としての性質を被疑者が帯びるものと解するのが相当と思われるO
ただ、 その期間に制限を設けることによって、 人身の 自由、 人間の尊厳の侵
害という重大な人権侵害を最小限に抑えることとして調和を図り、 一罪一勾留
の原則に従い、 逮捕勾留の蒸し返しを厳に禁じているものと解されるO
2 任意な供述が得られることにより、 そうでなければ解明できない犯罪が解
明されるならば、 それは、 社会の安全確保、 被害者の救済などの目的に大きく
資することになるO これに対し、 被疑者の人権は、 不当な取調方法によって供
述が得られたのでない限り、 任意な供述を犯人がすることによりほとんど損な
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われるものではなく、 被疑者が被る不利益としては、 身柄を拘束されているこ
とのほかには、 取調べを受けること 自体を免れなかったことにとどまるので
あって、 その権利侵害、 不利益は受忍すべき限度内にとどまるものと見るのが
相当で、あるO すなわち、 相当な嫌疑が存在する者につき決して長期に及ばない
身柄拘束期間の制限が設けられているにもかかわらず、 取調べに応じさせるこ
とを一切不可とするならば、 社会的な目的を達成する機会まで失うことになる
のであって、 それでは、 かえって均衡を失するものと考えざるを得ない。 被疑
者の供述が犯罪の解決に役立つ限り、 任意でない供述や被疑者の人権侵害がな
いことが維持できる状態であるならば、 相当な嫌疑のある者に対し、 相当な方
法で一定の限度で供述を促すことが不当とされるべき筋合いはないといわなけ
ればならない。 そのような場合まで、 取調べを受けるかどうかにつき、 被疑者
の完全に 自由な選択の下に置かなければならない理由は見出しがたいように思
われるO 多くの事件が身柄拘束中の取調べにより解決されているO 不当な方法
により 自白を取得することが否定されなければならないことは当然であるが、
そのようなことがあり得ることを理由に身柄拘束中の取調べをすべて被疑者の
意思にかからせるということまで正当化すべき筋合いはないと思われるO しか
し、 たとえば、 ミランダ判決のようなルールに従うとすれば、 その権利を被疑
者が徹底的に行使しようとする限り、 結果として被疑者 自身に取調べに応ずる
かどうか(拒むかどうか)を決める地位(当事者としての地位) を与えること
になるであろうが、 被疑者にそこまでの 自由を認める必要があるとは私には思
われない。
3 弾劾的捜査観が我が国の捜査の適正化を推進するという大きな役割を果た
していることについては、 これを否定する気持ちはいささかもない。 被疑者に
対する弁護権の実質的拡充、 弁護人との秘密交通権の実質的保障、 不当な捜査
方法から被疑者を守るのに必要な捜査の可視化の問題等が、 弾劾的捜査観によ
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り主張、 推進され、 あるいは推進されようとしているとの現実がそれであるO
しかし、 これらは、 弱く保護を欠いた被疑者の権利保障を充実させることが適
正な捜査の実現のためには不可欠であるという捜査観からも十分説明可能であ
ると思われるO このような考え方を仮に糾問的捜査観というのであれば、 それ
はそれでよい。 しかし、 昔日のような糾問的捜査を許容するものではないこと
は改めて指摘するまでもないであろうO 糾問的捜査観という名称が帯びるシン
ボルとしてのマイナスイメージ性は免れないだけに、 そのような呼称、が適切で
あるかどうかは別論であるが。
そうだとするならば、 被疑者段階での当事者性は公判段階のそれと同じでは
なく、 捜査の対象としての性格を一定限度で帯びるものということになるO
受忍義務を認めるかどうかの問題と違法な捜査方法の防止や供述の任意性の
確保の問題とは基本的には別個のものであると考えられるO 前者の問題は、 取
調べを拒否する者に対し取調べを継続することができるかという問題であるの
に対し、 後者のそれは、 受忍義務の有無にかかわらず取調べにおいて常に確保
されなければならないものとして、 任意に取調べに応ずる場合にも等しく確保
されなければならない問題であるO しかし、 任意取調べと同様に、 取調室への
出頭を拒むことができ、 取調室に出頭してもいつでも取調室から退去すること
により、 取調べを拒むことができる(退去しようとする者に対する多少の説得
が許されることは、 任意に出頭をした者に対する場合と同じであるが、 それ以
上の時間にわたる説得や質問を受けることを受忍させることはできない。 ) と
するのであれば、 罪を犯したと疑うに足りる相当な理由がある場合でも、 一切
取調べに応じないことができることになるが、 被疑者取調べ 自体が悪ではな
く、 犯人の場合には他の誰よりもよく事情を知る者として、 犯人でなければ疑
いを晴らすべく弁明することができる者として、 身体的にも精神的にも供述の
強要にわたらない方法により供述を求め説得することが犯罪捜査において必要
であることは否定できないことに思われるO 罪を犯したと疑うに足りる相当な
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理由があることが、 身柄拘束を許容する強制捜査を許す根拠となるところ、 身
柄拘束の不利益を最小限にとどめる必要から、 その期間を相当短期に限定し、
かっ、 その蒸し返しを禁じている趣旨からすると、 身柄拘束中の被疑者には取
調べ受忍義務を負わせることはやむを得ないといえようO 健全な社会常識に照
らしても、 良心に訴え人間的な感情を覚せいさせることなどにより供述を促す
気持ちに導くことまで取調方法として許されないものとは考えられない。 疑問
点を提示しその点につき追及することも、 社会通念に照らして度を超えない範
囲内にとどまる方法でなされる限り、 許されるものというべきであろうO
4 もともと、 アメリカでは、 逮捕しでもすぐに保釈により釈放されることが
多く、 逮捕は捜査の終結点として実際上位置づけられていた。 このことは、 逮
捕後には自白が得られることは期待できないことを前提に捜査を遂げなければ
ならず、 結局、 あらかじめ十分な証拠収集をすることができない場合には逮捕
による刑事手続の開始を差し控えるという結果をもたらす。 証拠収集が困難な
事件は、 被疑者取調べによる解明が期待できないことから、 結局解決されない
ままに終わることになる(逮捕後釈放されることになれば、 逃亡、 罪証隠滅な
どの危険がかえって現実化する。 )0 我が国では、 捜査がある程度進んだ時点で
嫌疑のある被疑者を逮捕勾留して取り調べ、 犯罪の存否、 その具体的内容を解
明することが通常行われてきているのであって、 この点が、 アメリカとは大き
く異なるO
さらに、 アメリカでは、 ミランダ判決が一層その傾向を強める方向に働いた
ことは否定できないと思われるO 犯罪後間もなく犯人が逮捕された場合などで
は、 証拠が十分に収集されておらず、 被疑者の取調べの必要性、 緊急性も高
い。 ミランダ判決が出された当時のアメリカにおける被疑者取調べの状況につ
いては、 その判決自体にもかなり詳細に示されているO 被疑者取調べの際いわ
ゆるサードデイグリーが広く行われ、 取調べ技術も、 被疑者に抵抗する力を失
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わせるような相当手の込んだ方法が一般化していたといわれているO 貧困者の
弁護の問題が平等条項との関係で採りあげられているなど、 人種問題は容易に
解決せず、 経済格差も大きくなり、 麻薬の蔓延やそれに伴う強盗等の財産犯を
含む犯罪の急激な増加の中で、 刑事裁判は深刻な状態にあった。 他方リーガ
ル・ リアリズムにより判例の法形成機能が正面から認められるようになってい
た。 ギデオン判決に始まる一連の判例による刑事手続のめざましい改革は、 そ
のような時代を背景にしてなされていったものであるO 現実には相当大きな割
合の被疑者がミランダ判決の認める権利を全面的に放棄しているが、 権利を行
使する被疑者の場合には、 弁護人が選任されその立会いの下でなければ取調べ
が不可能になるとともに、 取調べを受けたくないといえばそれ以上の取調べは
実際には不可能となった。 弁護人は職務上の義務としてむしろ黙秘権の行使を
勧め、 後の訴追の取引材料にするということもあったようであるO
以来40年、 ミランダ判決が犯罪の解決に与える影響の有無について相反する
論議がされているが、 我が国においては、 被疑者の取調べにより、 ようやく解
決に至った事例が少なくないという経験的事実にかんがみると、 逮捕勾留中の
被疑者において、 取調べを受けることを拒否することが事実上できるような制
度の導入は、 立法論としても好ましくないように思われるO
第 4 将来の方向について
l 取調べ受忍義務を認めるか否かにかかわらず、 被疑者の取調べにおいて
は、 取調官があくまでも被疑者に対し適正な取調方法をもって臨むことが前提
となることは当然であるO そのための保障をどうするかの問題は、 等しく残る
ものといわなければならない。 特に裁判員裁判制度を成功させるという視点か
らも、 その方向での検討を怠ることはできない状況に至っているO
もし、 その点の保障が得られる方策が認められない限り、 被疑者取調べにつ
き、 欧米のように弁護人立会いを条件とする方向での立法を要請する声が高ま
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るに違いない。 それも被疑者取調べの適正化の道ではあろうが、 それは結局、
真に被疑者の取調べを必要とするような重大の事案の場合に、 取調べを実質的
に不可能にする結果を招くことになりはしないか。 犯人から 自白を求めること
自体が悪であるとはいえないにもかかわらず、 得られた 自白の信用性につき判
断に疑問があったり、 適正な取調方法が採られたかどうかにつき疑問が解消で
きないという事案が存在するという現実があり、 また、 かなりのケースでその
疑いが法廷で現に主張されている状況があることは否定できないところである
が、 そのような事態に即時に適切に対応できるようにするためにも、 少なくと
もこの点につき争いが予想される事例では、 取調状況を撮影したビデオテープ
なりこれに類する資料を用意することが求められるのではなかろうか。 取調べ
の可視化は、 弁護人立会いによる保障に代わるものとなるばかりでなく、 受忍
義務を認めつつ必要な時期に適切な取調べを保障するのに有効な手段であると
いえようO そもそも、 弁護人立会いを条件とする方向での解決は、 法曹人口が
十分であるという前提がなければ、 実質的に取調べ 自体を不可能にすることに
なるO 我が国の現状としてはそのような前提があるとはいえない。
2 ただ、 受忍義務があるからといって、 供述の強要につながることになって
はならないのは当然であるから、 その義務の程度には 自ずと限度があると考え
られるO 単に苦痛でしかなく、 疲労を招くだけに終わるような長時間にわたる
取調べについてまで受忍義務があるとは考えられない。 拘禁施設の規律上起床
時間などが決められる場合など、 深夜にまで上記のような調べをすることにつ
いても、 睡眠不足による疲労の蓄積等にかんがみると、 それにより得られた 自
白につき任意性に疑いを生じさせることになりかねないのみならず、 受忍義務
の関係からも問題になり得ょうO イ ギリスにおける裁判官準則が定める取調べ
時刻の制限等の趣旨は、 我が固においても参考になるところと思われるO
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3 なお、 取調べ受忍義務を認めるか否かにかかわらず、 身柄拘束中の被疑者
の取調べについては、 常に弁護人との接見交通権の十分な保障と、 取調べ状況
の可視性を高めることが、 不利益供述の任意性確保及び黙秘権保障の見地から
是非とも必要であるO そのうち前者については、 最高裁判例により、 依るべき
基準が大筋において明らかにされてきているといえるO しかし、 後者の点は、
ビデオ録画が容易にできるという状況になりながら、 実際の取調べが困難にな
るとの理由もあって、 録音を含めなかなか実現していない。 その結果、 自白の
任意性、 信用性の判断につき、 取調官の証人尋問等に長時間を要することにな
り、 また、 供述証拠の信用性の判断が容易でないという事情から、 その解明に
困難を来す事例が少なくない。 長期裁判を防止する観点からも、 改善が是非と
も必要であるO
捜査官側からは、 すべて録画される場合には、 ざっくばらんなやり方にク
レームがつきかねないという懸念が生じ、 核心に迫る取調べが困難になると指
摘され、 また、 信頼関係を築くためには、 被疑者のみならず捜査官 自身のプラ
イヴァシーに触れるよつな事柄を話題にする必要もあり、 録画等が行われる
と、 そのような部分まで外部的に明るみに出されることになるから、 信頼関係
を構築することにより供述を得ることが困難になることが指摘されているO こ
のような面があることは否定できないであろうが、 取調官の証人尋問や詳細な
被告人質問による長期裁判の弊害の大きさ(実務上そのために裁判が長期化し
た事案は決して少なくない。 ) のみならず、 反面、 根拠のない弁解を否定でき
ず、 任意性、 信用性に疑いが残ると判断される危険との均衡を考えても、 可視
化のための措置を適切に講ずることの利益の方がはるかに上回るといえるであ
ろうO なお、 ビデオ録画がされているからといって、 これを公にする必要があ
る場合は極めて稀であり、 争いがある点について、 弁護人の指摘に基づき、 そ
の開示が重要と認められる範囲に限り、 弁護人に閲覧の方法による開示をする
ことにするならば、 そのような懸念は弱まると思われ、 また、 そのような制限
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的な方法でも、 被告人の主張に沿う事実があるかどうかを適切にチェックする
ことは可能であって、 結局疑問が解消され、 主張が撤回されることになること
も少なくないと思われるO また、 証拠として取り調べる場合も必要最小限度に
とどめるなどの方法により、 懸念を和らげることは可能であって、 それにより
取調状況に関する水掛け論を避け明確な解決が得られるようになるばかりか、
効率的な解決が可能になるO その意味では折角苦労して得た 自白を証拠として
使用しようとする側にとっても、 不便より利益が上回ることになるのではなか
ろうか。
4 取調べのどこに問題があるかは、 接見交通権が十分に保障されている限
り、 弁護人が、 その接見状況から指摘できることが多いであろうO 公判を主宰
する裁判所としては、 指摘された点についての判断が困難な場合には、 事案の
性質、 重大性、 任意性等が争われることになるような可能性が予測できるかど
うか等の点をも考慮し、 争いを明確に解決する方法を講ずることが容易かつ相
当であったと認められるときは、 取調べの結果得られた不利益供述の任意性、
信用性等に関し争われている点につき、 実務上、 立証責任を負う検察官側に不
利益な判断をする必要に迫られることが少なくないであろうO そのような実務
を確立することは、 立証責任及び自由心証の範 囲内の問題として十分可能であ
ろうO 取調官にとっても、 膨大な取調状況報告書を作成するより、 ビデオ録画
等の措置を講ずる方が確実かっ効率的であろうO 証人として尋問を受ける煩わ
しさからも免れることができることになるO しかも、 裁判員裁判が導入され、
分かりやすく簡易な立証方法の必要性、 重要性が認識されている状況にかんが
みると、 取調べの可視化のために録画等の方法を講ずる必要性は一層高まって
いるものといわなければならない。
5 ミランダ判決が目指すところは、 被疑者の供述拒否権等の基本権が十分に
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保障される状態で初めて被疑者の取調べが許容され、 その取調べが公正に行わ
れ、 供述が任意にされたものであることを確保しようとするところにあるO そ
の後の判例により、 その手段については、 いわゆる予防的(プロフイラク
ティック) な性質のものであって、 同判決の設定した方法はその一つであり、
これが唯一のものではなく、 したがって、 これに代わる適切な手段を立法によ
り講ずることを妨げるものではない、 とする判断が固まってきているように理
解されるO アメリカにおいても、 その観点から、 弁護人の立会いによる取調べ
に代える方法として、 取調べのビデオ録画等を提案する論者もいるようであり
(ケースブックによれば、 カミサー教授はその見解を採る者の一人のようであ
る。 )、 この点も参考になるものと思われるO
第5 結論
私は、 取調べ受忍義務を肯定する見地から、 捜査段階における逮捕勾留の趣
旨につき、 逃亡ないし罪証隠滅の防止であり、 被疑者の取調べを含まないとす
る従来の見解にあえて疑問を呈し、 取調べも含まれるとする理由について考え
てみた。 取調べ受忍義務を認めるからといって、 現在の取調べ実務をすべて肯
定するものではなく、 その改善が必要なところは少なくないと考えているO と
りわけ、 裁判官としての職務を通じて、 取調べの状況が争われ取調官の証人尋
問に長期間を費やすという経験をし、 その対処に悩むことが少なくなかったこ
とを思うと、 長期裁判の防止の観点からも、 取調べの可視化を推進する方向で
の速やかな改善措置が図られる必要があると考えるO 私は、 取調べ受忍義務を
認めた上で、 取調べの適正化を図るという方向での検討が必要であるとする論
者の見解に深い共鳴を覚える者の一人であるO
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